
日　
本　
開　
発　
銀　
行　
（　
以　
下　
、　
開　
銀　
と　
い　
う　
）　
が　
三　
月　
に　
発　

表　
し　
た　
「　
一　
九　
九　
七　
―　
一　
九　
九　
八　
年　
度　
　　
設　
備　
投　
資　
動　
向　

調　
査　
」　
に　
お　
い　
て　
、　
山　
形　
県　
内　
企　
業　
の　
九　
八　
年　
度　
設　
備　
投　

資　
計　
画　
額　
が　
前　
年　
実　
績　
に　
比　
べ　
て　
五　
割　
以　
上　
も　
増　
加　
（　
表　

１　
）　
し　
、　
全　
国　
ト　
ッ　
プ　
の　
伸　
び　
率　
に　
な　
っ　
た　
こ　
と　
が　
新　
聞　

紙　
上　
に　
大　
き　
く　
報　
じ　
ら　
れ　
た　
。　

こ　
の　
調　
査　
に　
よ　
る　
と　
、　
今　
年　
度　
県　
内　
企　
業　
の　
設　
備　
投　
資　

計　
画　
額　
は　
、　
全　
産　
業　
で　
一　
六　
○　
一　
億　
円　
、　
製　
造　
業　
、　
非　
製　

造　
業　
と　
も　
に　
大　
幅　
増　
と　
な　
り　
、　
全　
体　
で　
は　
五　
年　
連　
続　
の　
増　

加　
と　
な　
っ　
て　
い　
る　
。　

一　
方　
、　
日　
銀　
の　
四　
月　
発　
表　
「　
全　
国　
企　
業　
短　
期　
経　
済　
観　
測　

調　
査　
」　（　
短　
観　
）　
で　
は　
、　
業　
況　
判　
断　
Ｄ　
・　
Ｉ　
四　
期　
連　
続　
の　

マ　
イ　
ナ　
ス　
、　
個　
人　
消　
費　
で　
も　
、　
大　
型　
小　
売　
店　
販　
売　
額　
、　
新　

車　
登　
録　
届　
出　
台　
数　
、　
住　
宅　
着　
工　
戸　
数　
い　
ず　
れ　
も　
前　
年　
比　
マ　

イ　
ナ　
ス　
で　
推　
移　
、　
さ　
ら　
に　
は　
鉱　
工　
業　
生　
産　
も　
弱　
含　
み　
の　
状　

態　
が　
続　
い　
て　
い　
る　
な　
ど　
、　
景　
気　
後　
退　
を　
示　
す　
指　
標　
は　
多　
い　
。　

そ　
の　
よ　
う　
な　
中　
に　
あ　
っ　
て　
今　
回　
の　
開　
銀　
調　
査　
の　
発　
表　
内　
容　

は　
、　
県　
内　
経　
済　
に　
と　
っ　
て　
久　
々　
の　
明　
る　
い　
話　
題　
と　
な　
っ　
た　
。　

と　
同　
時　
に　
、　
前　
述　
の　
と　
お　
り　
の　
県　
内　
経　
済　
情　
勢　
、　
あ　
る　
い　

は　
我　
々　
の　
県　
内　
景　
況　
に　
関　
す　
る　
実　
感　
と　
は　
少　
し　
趣　
を　
異　
に　

す　
る　
結　
果　
で　
あ　
っ　
た　
こ　
と　
も　
否　
め　
な　
い　
。　

○　
開　
銀　
調　
査　
の　
特　
色　

同　
調　
査　
は　
、　
毎　
年　
二　
回　
（　
二　
月　
と　
八　
月　
）　
実　
施　
し　
て　
い　

る　
も　
の　
で　
、　
我　
が　
国　
産　
業　
界　
の　
設　
備　
投　
資　
の　
基　
本　
動　
向　
を　

把　
握　
す　
る　
こ　
と　
を　
目　
的　
と　
し　
て　
い　
る　
。　
調　
査　
対　
象　
が　
同　
行　

の　
取　
引　
先　
に　
限　
定　
さ　
れ　
て　
お　
ら　
ず　
、　
設　
備　
投　
資　
専　
門　
の　
調　

査　
と　
し　
て　
伝　
統　
（　
一　
九　
五　
六　
年　
よ　
り　
）　
と　
定　
評　
が　
あ　
り　
、　

調　
査　
数　
値　
は　
マ　
ク　
ロ　
的　
に　
信　
頼　
性　
の　
高　
い　
も　
の　
と　
な　
っ　
て　

い　
る　
。　
調　
査　
の　
対　
象　
は　
原　
則　
と　
し　
て　
資　
本　
金　
一　
億　
円　
以　
上　

の　
企　
業　
、　
今　
回　
調　
査　
に　
お　
け　
る　
回　
答　
企　
業　
は　
七　
九　
一　
三　
社　

（　
う　
ち　
県　
内　
企　
業　
一　
六　
一　
社　
）　
と　
な　
っ　
て　
お　
り　
、　
県　
内　
の　

比　
較　
的　
規　
模　
の　
大　
き　
い　
企　
業　
の　
動　
向　
を　
カ　
バ　
ー　
し　
て　
い　

る　
。　
逆　
に　
言　
え　
ば　
同　
調　
査　
は　
、　
県　
内　
の　
大　
多　
数　
の　
中　
小　
企　

業　
ま　
で　
の　
動　
向　
を　
把　
握　
す　
る　
も　
の　
で　
は　
な　
い　
。　

開　
銀　
が　
同　
調　
査　
で　
公　
表　
し　
て　
い　
る　
よ　
う　
に　
、　
大　
型　
投　
資　

再　
開　
の　
電　
気　
機　
械　
、　
ウ　
ェ　
イ　
ト　
の　
高　
い　
電　
力　
、　
そ　
れ　
と　
新　

幹　
線　
新　
庄　
延　
伸　
に　
と　
も　
な　
う　
運　
輸　
の　
大　
幅　
な　
増　
加　
が　
県　
全　

体　
の　
数　
字　
を　
大　
き　
く　
引　
き　
上　
げ　
て　
い　
る　
。　
特　
に　
昨　
年　
来　
新　

聞　
報　
道　
等　
で　
取　
り　
上　
げ　
ら　
れ　
て　
い　
る　
と　
お　
り　
、　
大　
手　
半　
導　

体　
メ　
ー　
カ　
ー　
が　
次　
世　
代　
半　
導　
体　
の　
量　
産　
を　
開　
始　
す　
る　
と　
表　

明　
、　山　
形　
工　
場　
の　
生　
産　
設　
備　
増　
強　
を　
進　
め　
て　
い　
る　
。　電　
気　
機　

械　
関　
連　
で　
の　
五　
四　
六　
億　
円　
の　
増　
加　
の　
う　
ち　
、　
同　
社　
の　
ウ　
ェ　

イ　
ト　
が　
か　
な　
り　
の　
部　
分　
を　
占　
め　
て　
い　
る　
の　
は　
間　
違　
い　
の　
な　

い　
と　
こ　
ろ　
で　
あ　
る　
。　

こ　
の　
よ　
う　
に　
、　
開　
銀　
の　
同　
調　
査　
は　
県　
単　
位　
で　
の　
レ　
ベ　
ル　

で　
は　
、　
特　
定　
の　
、　
し　
か　
も　
か　
な　
り　
大　
規　
模　
な　
企　
業　
の　
投　
資　

動　
向　
が　
県　
全　
体　
値　
を　
引　
っ　
張　
る　
傾　
向　
が　
強　
く　
、　
中　
小　
企　
業　

を　
含　
め　
た　
山　
形　
県　
全　
体　
の　
企　
業　
動　
向　
を　
反　
映　
し　
て　
い　
る　
と　

は　
言　
い　
難　
い　
し　
、　
ま　
た　
そ　
う　
い　
っ　
た　
性　
格　
の　
も　
の　
で　
も　
な　

い　
。　

●
　
焦
　
点
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山形県内の設備投資

伸び率全国トップの背景
（日本開発銀行設備投資動向調査より）

焦点

表-1 山形県内企業　1998年度設備投資動向（単位：億円、%）

日本開発銀行1997年・98年度設備投資動向より（1998年3月発表）

97年度 98年度 伸び率
構成比

（98年度）

全 産 業 1,055 1,601 51.7 100.0

製 造 業 472 897 90.0 56.0

食 品 16 4 -72.2 0.3

窯業・土石 29 76 167.4 4.8

非鉄金属 66 105 57.9 6.5

一般機械 15 42 174.6 2.6

電気機械 280 608 116.9 38.0

非 製 造 業 584 705 20.8 44.0

卸売・小売 79 76 -4.5 4.7

運 輸 32 96 197.8 6.0

電 力 358 438 22.4 27.3

通信・情報 19 11 -43.3 0.7

サービス 13 5 -63.1 0.3

全 産 業（除電力） 698 1,164 66.8 72.7

非製造業（除電力） 226 267 18.2 16.7



○
県　
内　
中　
小　
企　
業　
の　
実　
状　

そ　
れ　
で　
は　
、　
開　
銀　
調　
査　
の　
及　
ば　
な　
い　
県　
内　
の　
大　
多　
数　
を　

占　
め　
る　
中　
小　
企　
業　
の　
動　
向　
は　
ど　
う　
な　
っ　
て　
い　
る　
の　
か　
、　
県　

内　
経　
済　
の　
状　
況　
を　
検　
証　
し　
て　
み　
る　
。　

ま　
ず　
、　
県　
内　
の　
鉱　
工　
業　
生　
産　
指　
数　
を　
東　
北　
、　
全　
国　
と　
比　

較　
す　
る　
と　
、　
指　
数　
で　
東　
北　
全　
体　
、　
全　
国　
を　
下　
回　
っ　
て　
い　
る　

こ　
と　
が　
わ　
か　
る　
（　
表　
２　
）　。　
前　
年　
度　
比　
に　
お　
い　
て　
は　
、　
似　

か　
よ　
っ　
た　
数　
値　
で　
推　
移　
し　
て　
い　
る　
が　
、　
こ　
こ　
の　
と　
こ　
ろ　
の　

落　
ち　
込　
み　
幅　
は　
山　
形　
県　
が　
大　
き　
く　
な　
っ　
て　
い　
る　
。　
雇　
用　
の　

状　
況　
で　
は　
、　
有　
効　
求　
人　
倍　
率　
に　
お　
い　
て　
山　
形　
県　
が　
東　
北　
全　

体　
、　全　
国　
を　
大　
き　
く　
上　
回　
っ　
て　
い　
る　
も　
の　
の　
、　今　
年　
に　
入　
っ　

て　
か　
ら　
の　
落　
ち　
込　
み　
が　
目　
立　
つ　
。　
企　
業　
倒　
産　
に　
お　
い　
て　
は　
、　

ば　
ら　
つ　
き　
が　
み　
ら　
れ　
る　
も　
の　
の　
、　
山　
形　
県　
の　
今　
年　
に　
入　
っ　

て　
か　
ら　
の　
悪　
化　
が　
顕　
著　
で　
あ　
る　
。　

ま　
た　
、　
中　
小　
企　
業　
取　
引　
を　
専　
門　
と　
す　
る　
中　
小　
企　
業　
金　
融　

公　
庫　
、　
国　
民　
金　
融　
公　
庫　
、　
商　
工　
組　
合　
中　
央　
金　
庫　
等　
発　
表　
の　

景　
況　
調　
査　
に　
お　
い　
て　
も　
、　
県　
内　
企　
業　
の　
厳　
し　
い　
状　
況　
が　
う　

か　
が　
え　
る　
。　

○
東　
北　
、　
全　
国　
と　
の　
比　
較　

そ　
れ　
で　
は　
、　
開　
銀　
の　
調　
査　
結　
果　
に　
お　
い　
て　
東　
北　
全　
体　
、　

全　
国　
は　
ど　
う　
だ　
っ　
た　
の　
か　
。　

全　
産　
業　（　
電　
力　
を　
除　
く　
）　の　
設　
備　
投　
資　
額　
伸　
び　
率　
を　
山　
形　

県　
、　
東　
北　
全　
体　
、　
全　
国　
で　
時　
系　
列　
比　
較　
し　
て　
み　
た　
。　（　
図　
１　
）　

こ　
れ　
に　
よ　
る　
と　
、　
サ　
ン　
プ　
ル　
数　
の　
違　
い　
に　
よ　
り　
、　
山　
形　

県　
単　
位　
ベ　
ー　
ス　
の　
振　
り　
幅　
が　
大　
き　
い　
の　
は　
当　
然　
と　
し　
て　
、　

山　
形　
県　
の　
九　
一　
年　
度　
、　
九　
八　
年　
度　
の　
伸　
び　
率　
が　
東　
北　
全　
体　
、　

全　
国　
と　
ト　
レ　
ン　
ド　
を　
異　
に　
し　
て　
い　
る　
こ　
と　
が　
わ　
か　
る　
。　

山　
形　
県　
の　
九　
一　
年　
度　
の　
伸　
び　
率　
が　
大　
き　
い　
要　
因　
と　
し　
て　

は　
、　
国　
体　
を　
前　
に　
し　
て　
高　
速　
道　
路　
の　
整　
備　
、　
山　
形　
新　
幹　
線　

の　
開　
通　
等　
の　
特　
殊　
要　
因　
が　
考　
え　
ら　
れ　
る　
。　
九　
八　
年　
度　
の　
要　

因　
は　
先　
に　
述　
べ　
た　
と　
お　
り　
、　
電　
気　
機　
械　
で　
の　
大　
型　
投　
資　
や　

運　
輸　
で　
の　
新　
幹　
線　
新　
庄　
延　
伸　
分　
が　
あ　
げ　
ら　
れ　
る　
。　

も　
し　
、　
仮　
に　
九　
一　
年　
度　
、　
九　
八　
年　
度　
の　
特　
殊　
要　
因　
を　
除　

い　
た　
場　
合　
、　
東　
北　
全　
体　
、　
全　
国　
と　
の　
ト　
レ　
ン　
ド　
は　
ほ　
ぼ　
一　

致　
す　
る　
と　
推　
測　
さ　
れ　
、　
特　
殊　
要　
因　
を　
除　
い　
た　
山　
形　
県　
の　
動　

向　
は　
全　
国　
的　
な　
傾　
向　
に　
近　
い　
も　
の　
と　
な　
る　
。　

○
今　
後　
へ　
の　
期　
待　

開　
銀　
の　
調　
査　
結　
果　
は　
、　
県　
内　
企　
業　
の　
一　
部　
分　
の　
動　
向　
把　

握　
と　
は　
い　
え　
、　
設　
備　
投　
資　
計　
画　
額　
の　
伸　
び　
率　
が　
全　
国　
ト　
ッ　

プ
と
な
っ
た
こ
と
自
体
県
内
経
済
界
に
と
っ
て
明
る
い

ニ
ュ　
ー　
ス　
で　
あ　
り　
、　
非　
常　
に　
喜　
ば　
し　
い　
結　
果　
で　
あ　
っ　
た　
と　

い　
え　
る　
。　
し　
か　
し　
、　
少　
数　
の　
特　
定　
企　
業　
の　
突　
出　
し　
た　
投　
資　

行　
動　
に　
よ　
っ　
て　
い　
る　
こ　
と　
か　
ら　
、　
偶　
発　
的　
結　
果　
と　
い　
え　
な　

く　
も　
な　
い　
。　
全　
県　
ベ　
ー　
ス　
で　
設　
備　
投　
資　
マ　
イ　
ン　
ド　
が　
回　
復　

し　
て　
い　
る　
と　
み　
る　
の　
は　
ま　
だ　
早　
計　
で　
あ　
ろ　
う　
。　

た　
だ　
、　
今　
回　
の　
開　
銀　
調　
査　
に　
現　
れ　
た　
設　
備　
投　
資　
増　
加　
部　

分　
の　
大　
宗　
は　
、　
今　
、　
最　
も　
注　
目　
さ　
れ　
有　
望　
視　
さ　
れ　
て　
い　
る　

次　
世　
代　
半　
導　
体　
（　
シ　
ス　
テ　
ム　
Ｌ　
Ｓ　
Ｉ　
）　
の　
生　
産　
設　
備　
で　
あ　

り　
、　
最　
先　
端　
技　
術　
の　
県　
内　
流　
入　
及　
び　
そ　
の　
波　
及　
、　
新　
規　
雇　

用　
の　
創　
出　
、　
税　
収　
増　
な　
ど　
の　
面　
で　
山　
形　
県　
の　
産　
業　
・　
経　
済　

に　
刺　
激　
を　
与　
え　
る　
こ　
と　
と　
な　
る　
の　
も　
事　
実　
で　
あ　
る　
。　

ま　
た　
、　
先　
ご　
ろ　
県　
よ　
り　
発　
表　
さ　
れ　
た　
平　
成　
九　
年　
度　
工　
業　

立　
地　
数　
全　
国　
ト　
ッ　
プ　
の　
実　
績　
を　
も　
考　
え　
合　
わ　
せ　
れ　
ば　
、　
長　

い　
ス　
パ　
ン　
で　
み　
た　
山　
形　
県　
に　
お　
け　
る　
産　
業　
の　
さ　
ら　
な　
る　
発　

展　
の　
可　
能　
性　
を　
期　
待　
さ　
せ　
る　
面　
も　
多　
い　
。　

当　
研　
究　
所　
で　
は　
、　
こ　
れ　
ら　
を　
総　
合　
し　
た　
山　
形　
県　
産　
業　
の　

方　
向　
性　
を　
今　
後　
の　
調　
査　
研　
究　
課　
題　
と　
し　
て　
い　
く　
こ　
と　
に　
し　

て　
お　
り　
、　
引　
き　
続　
き　
そ　
の　
動　
静　
を　
注　
視　
し　
続　
け　
た　
い　
と　
考　

え　
る　
。　

（　
荘　
銀　
総　
合　
研　
究　
所　
研　
究　
主　
任　
・　
堀　
　　
裕　
人　
）　
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図-1 設備投資額の伸び率の推移　（全産業、除電力）

日本開発銀行「設備投資動向調査」より抜粋。各年8月調査時点での同年度見通し

を含む。98年度分は98年2月調査での来年度見通し。

表-2 全国・東北・山形　主要経済指標（抜粋）

鉱工業生産指数（平成２年＝100） 有効求人倍率 企業倒産

（季節調整済。前年比は原指数による） （季節調整値） （負債額１千万以上）

全国 東北 山形 全国 東北 山形 全国 東北 山形

指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 （倍） 前年比（％）

５年 91.2 -4.5 95.1 -3.5 92.1 -2.6 0.76 0.79 1.05 3.5 2.5 25.3

６年 92.0 0.9 96.1 1.1 90.6 -1.6 0.64 0.72 0.96 -3.5 -0.5 6.7

７年 95.1 3.4 98.8 2.8 91.9 1.4 0.63 0.73 0.95 7.4 23.7 39.6

８年 97.7 2.7 99.2 0.4 94.8 3.2 0.70 0.76 1.02 -1.8 -12.0 -32.9

９年 101.8 4.2 105.0 5.8 96.6 1.9 0.72 0.80 1.17 11.0 13.7 -20.2

９年１月 105.2 8.1 105.8 8.1 96.9 -1.2 0.75 0.86 1.22 9.6 14.3 -37.5

９年２月 101.5 3.5 103.5 5.0 101.6 8.5 0.74 0.84 1.19 5.2 -17.1 -66.7

９年３月 101.2 7.6 104.0 7.7 100.2 8.2 0.74 0.80 1.17 2.0 -2.6 -69.2

９年４月 100.8 4.8 105.0 7.1 96.9 2.1 0.73 0.82 1.17 20.0 23.6 -33.3

９年５月 105.2 7.5 107.7 5.9 100.4 1.7 0.73 0.85 1.26 1.3 4.0 -40.0

９年６月 101.8 7.9 103.2 7.2 97.2 3.5 0.73 0.81 1.16 18.8 0.0 -66.7

９年７月 103.5 5.0 106.2 6.0 98.9 0.5 0.73 0.79 1.15 5.1 3.2 0.0

９年８月 100.4 3.4 103.3 5.6 90.8 -2.9 0.73 0.79 1.15 14.3 51.8 0.0

９年９月 102.8 4.2 106.2 8.0 93.9 2.9 0.72 0.77 1.14 9.3 13.4 57.1

９年10月 102.9 2.1 107.2 5.1 98.4 5.9 0.70 0.76 1.14 15.3 37.0 0.0

９年11月 97.8 -2.1 103.2 1.4 97.5 3.2 0.69 0.75 1.15 5.6 18.3 -12.5

９年12月 98.9 -1.0 104.8 3.4 86.9 -9.9 0.67 0.75 1.15 27.0 29.7 60.0

10年１月 101.8 -3.3 104.5 -1.2 88.7 -8.5 0.64 0.73 1.13 18.9 53.1 0.0

10年２月 98.4 -3.1 101.1 -2.3 96.2 -5.3 0.61 0.67 1.01 29.5 79.3 550.0

10年３月 31.9 52.6 175.0
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